






要約:東京の 23 特別区における母子保健事業は、それぞれの区が実施主体として、都から

の委任事務を含めて行われてきており、妊産婦から新生児、乳児、1 歳 6 ヵ月児、3 歳児

まで、それぞれの対象別に充実したシステムとして確立され、効率的に行われてきている。

特に内容的に見ると、健康診査、経過観察、精密健診、発達診断、発育支援、家庭訪問に

至るまで、歯科保健および心理相談なども含めて統一的なシステムとして実施されており、

今後、母子保健法の改正が行われ、市区町村主体に実施されることとなった場合において

も、東京 23特別区においては大きな変化は起こらないものと考えられ、現状よりも質的・

量的な低下はないものと期待される。


